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表紙

■免許申請書類の作成は、土地対策室ホームページ又はこの手引をお
　 読みの上行ってください。

■この「申請の手引」の内容は、変更になる場合もありますので、随時、
   土地対策室のホームページもご覧ください。

令和３年１１月
兵庫県県土整備部まちづくり局土地対策室

■免許申請書類の作成は、建築指導課ホームページ又はこの手引をお
　 読みの上行ってください。

■この「申請の手引」の内容は、変更になる場合もありますので、随時、
   建築指導課のホームページもご覧ください。

令和４年４月
兵庫県まちづくり部建築指導課
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※１　役員であった者：免許取消処分の聴聞の公告の日前60日以内に役
        員であった者

※４　業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者（法人に対しこ
        れらの者と同等以上の支配力を有するものを含みます。

※１　役員であった者：免許取消処分の聴聞の期日及び公告の日前60日
        以内に役員であった者

※４　業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者（法人
        に対しこれらの者と同等以上の支配力を有するものを含みます。
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(５)　専任の宅地建物取引士
　ア　専任の宅地建物取引士の数
　　　宅建業者は、事務所や宅建業法第５０条第2項に規定する案内所等
       には一定の数の専任の宅地建物取引士を置かなければなりませ
　　　ん。
　     このことに抵触する事務所等を開設してはならず、免許後に既存の
       事務所等が抵触するに至ったときは、２週間以内に新たに補充をす
       るなど必要な措置をとらなければなりません。

(５)　専任の宅地建物取引士
　ア　専任の宅地建物取引士の数
　　　宅建業者は、事務所や宅建業法第５０条第2項に規定する案内所等
       には一定の数の専任の宅地建物取引士を置かなければなりませ
　　　 ん。
　     このことに抵触する事務所等を開設してはならず、免許後に既存の
       事務所等が抵触するに至ったときは、２週間以内に新たに補充をす
       るなど必要な措置を執らなければなりません。
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イ  業務に従事する者
　　宅建業の業務に従事する者については、個人業者本人や法人業者の
　代表者、直接営業に従事する者は必ず含まれます。
　　宅建業のみを営んでいる（専業）業者の場合、常勤役員の全てが含ま
　れるほか、庶務・経理などの一般管理部門に従事する者も含まれます。
　　継続的な雇用関係にある者であれば、パートタイマーなど形態を問わ
　ず、宅地建物の取引に直接関係する業務に従事する者に含まれます。
　　他に兼業を営んでいる業者の場合、宅建業と兼業業務との業務量をし
　んしゃくして判断します。
　　具体的には、宅建業を主としている者は業務に従事する者に含まれま
　す。
　　非常勤の役員、監査役及び一時的に事務の補助をする者（アルバイ
  ト等）は、 従事する者に該当しません。

イ  業務に従事する者
　　宅建業の業務に従事する者については、個人業者本人や法人業者の
　代表者、直接営業に従事する者は必ず含まれます。代表者が宅建業の
　権限を政令使用人にすべて委任し、宅建業に全く従事しない場合に限り
　代表者の記載は不要です。
　　宅建業のみを営んでいる（専業）業者の場合、常勤役員の全てが含ま
　れるほか、庶務・経理などの一般管理部門に従事する者も含まれます。
　　継続的な雇用関係にある者であれば、パートタイマーなど形態を問わ
　ず、宅地建物の取引に直接関係する業務に従事する者に含まれます。
　　他に兼業を営んでいる業者の場合、宅建業と兼業業務との業務量を
　しんしゃくして判断します。
　　具体的には、宅建業を主としている者は業務に従事する者に含まれま
　す。
　　非常勤の役員、監査役・監事及び一時的に事務の補助をする者（アル
　バイト等）は、従事する者に該当しません。
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【供託所一覧】 【供託所一覧】

宅地建物取引業者免許申請の手引き修正（R4.3.31時点）

供  託  所 所  在  地 電 話 番 号 

神戸地方法務局（本局） 
神戸市中央区波止場町1-1 
神戸第二地方合同庁舎 (078)392-1821 

〃   西宮支局 
西宮市浜町7-35 
西宮地方合同庁舎 (0798)26-0061 

 〃   伊丹支局 伊丹市昆陽一丁目1-12 (072)779-3451 

 〃   尼崎支局 
尼崎市東難波町四丁目18-36 
尼崎地方合同庁舎 (06)6482-7401 

 〃   明石支局 明石市大明石町二丁目4-25 (078)912-5511 

供  託  所 所  在  地 電 話 番 号 

神戸地方法務局 柏原支局 丹波市柏原町柏原516-1 (0795)72-0176 

 〃   姫路支局 姫路市北条一丁目250 (079)225-1915 

 〃   加古川支局 加古川市野口町良野1749 (079)424-3555 

 〃   社支局 加東市社539-2 (0795)42-0201 

〃   龍野支局 たつの市龍野町富永879-2 (0791)63-3221 

〃   豊岡支局 豊岡市寿町8-4 豊岡地方合同庁舎 (0796)22-2703 

〃   洲本支局 洲本市山手一丁目2-19 (0799)22-0497 

 

供  託  所 所  在  地 電 話 番 号 

神戸地方法務局（本局） 
神戸市中央区波止場町1-1 
神戸第二地方合同庁舎 (078)392-1821 

〃   西宮支局 
西宮市浜町7-35 
西宮地方合同庁舎 (0798)26-0061 

 〃   伊丹支局 伊丹市昆陽一丁目1-12 (072)779-3451 

 〃   尼崎支局 
尼崎市東難波町四丁目18-36 
尼崎地方合同庁舎 (06)6482-7401 

 〃   明石支局 明石市大明石町二丁目4-25 (078)912-5511 

供  託  所 所  在  地 電 話 番 号 

 〃   柏原支局 丹波市柏原町柏原516-1 (0795)72-0176 

 〃   姫路支局 姫路市北条一丁目250 (079)225-1915 

 〃   加古川支局 加古川市野口町良野1749 (079)424-3555 

 〃   社支局 加東市社539-2 (0795)42-0201 

〃   龍野支局 たつの市龍野町富永879-2 (0791)63-3221 

〃   豊岡支局 豊岡市寿町8-4 豊岡地方合同庁舎 (0796)22-2703 

〃   洲本支局 洲本市山手一丁目2-19 (0799)22-0497 
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【表中】 【表中】
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第二面
(1)  役員に関する事項（法人の場合）
　   □　この面は、法人のみ記入してください。
   　□　第一面で項番１２に記入した代表者は、記入しないでください。
　　 □　１枚に書ききれない場合は、この様式を土地対策室ホームページ
　　　　　から複数枚出力後、記入して次のページにとじてください。

第二面
(1)  役員に関する事項（法人の場合）
　   □　この面は、法人のみ記入してください。
     □　第一面で項番１２に記入した代表者は、記入しないでください。
     □　１枚に書ききれない場合は、この様式を建築指導課ホームページ
　　　　　から複数枚出力後、記入して次のページにとじてください。

19

【記載例　吹き出し】

委任状や社内規則等の写しを添付

【記載例　吹き出し】

新規申請時、委任状や社内規則等の写しを添付
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②   国土交通大臣免許の更新申請の場合
   収入印紙は都道府県の証紙と異なりますので、ご注意願います。
   なお、収入印紙は、郵便局又は銀行等で購入できます。

②  国土交通大臣免許の更新申請の場合
  収入印紙は都道府県の証紙と異なりますので、ご注意願います。
  なお、収入印紙は、郵便局又は銀行等で購入できます。

　　　↑赤字部分に黄色マーカーつけます
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相談役及び顧問
　  (1)  この面は、申請者が法人の場合のみ使用してください。
     ※　該当者がいない場合でも用紙右上に「該当なし」と記入し、必ず
　　　　添付してください。
          なお、申請者が個人の場合は添付不要です。
    (2)  １枚に書ききれない場合は、この様式を土地対策室のホームペー
　　　　ジから複数枚出力後、若し くはコピーして記入し、次のページにと
　　　　じ込んでください。

相談役及び顧問
　  (1)  この面は、申請者が法人の場合のみ使用してください。
     ※　該当者がいない場合でも用紙右上に「該当なし」と記入し、必ず
　　　　 添付してください。
          なお、申請者が個人の場合は添付不要です。
    (2)  １枚に書ききれない場合は、この様式を建築指導課のホームペー
          ジから複数枚出力後、若し くはコピーして記入し、次のページにと
　　　　　じ込んでください。

30

宅地建物取引業に従事する者の名簿
　(2) １枚に書ききれない場合及び従たる事務所がある場合は、この様式
　　　を土地対策室のホームページから複数枚出力後、追加記入してくだ
　　　さい。
　(3)  従事する者には、代表者や営業に従事する者のみならず、常勤の
　　　 役員及び宅地建物取引業に係わる一般管理部門に属する者や補
        助的な事務に従事する者も含まれますが、アルバイト等で一時的
        な補助業務の者は含まれません。
　　　　なお、申請法人等の中で他の業種を兼業している場合、他の業種
       に従事する者は含めません。
　　　　また、そのような場合一般管理部門の者については、宅建業が主
      業務の場合は含め、宅建業が副次的業務の場合には含めません。
　  ※　監査役は従事者にはなれませんので、記入しないでください。

宅地建物取引業に従事する者の名簿
　(2) １枚に書ききれない場合及び従たる事務所がある場合は、この様式
       を建築指導課のホームページから複数枚出力後、追加記入してくだ
        さい。
　(3)  従事する者には、代表者や営業に従事する者のみならず、常勤の
       役員及び宅地建物取引業に係わる一般管理部門に属する者や補
       助的な事務に従事する者も含まれますが、アルバイト等で一時的
       な補助業務の者は含まれません。
　　　　なお、申請法人等の中で他の業種を兼業している場合、他の業種
       に従事する者は含めません。
　　　　また、そのような場合一般管理部門の者については、宅建業が主
       業務の場合は含め、宅建業が副次的業務の場合には含めません。
　  ※　監査役・監事は従事者にはなれませんので、記入しないでくださ
　　　　 い。
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■　添付が必要な者
・　代表者
・　役員（取締役、監査役、執行役等）
・　政令第２条の２で定める使用人
・　専任の宅地建物取引士
・　相談役及び顧問
・　大株主（５０％超の株式所有者）又は５０％超の出資者
・　代表者が未成年の場合には、法定代理人

■　添付が必要な者
・　代表者
・　役員（取締役、監査役、執行役等）、会計参与
・　政令第２条の２で定める使用人
・　専任の宅地建物取引士
・　相談役及び顧問
・　大株主（５０％超の株式所有者）又は５０％超の出資者
・　法定代理人

供  託  所 所  在  地 電 話 番 号 

神戸地方法務局（本局） 
神戸市中央区波止場町1-1 
神戸第二地方合同庁舎 (078)392-1821 

〃   西宮支局 
西宮市浜町7-35 
西宮地方合同庁舎 (0798)26-0061 

 〃   伊丹支局 伊丹市昆陽一丁目1-12 (072)779-3451 

 〃   尼崎支局 
尼崎市東難波町四丁目18-36 
尼崎地方合同庁舎 (06)6482-7401 

 〃   明石支局 明石市大明石町二丁目4-25 (078)912-5511 

供  託  所 所  在  地 電 話 番 号 

 〃   柏原支局 丹波市柏原町柏原516-1 (0795)72-0176 

 〃   姫路支局 姫路市北条一丁目250 (079)225-1915 

 〃   加古川支局 加古川市野口町良野1749 (079)424-3555 

 〃   社支局 加東市社539-2 (0795)42-0201 

〃   龍野支局 たつの市龍野町富永879-2 (0791)63-3221 

〃   豊岡支局 豊岡市寿町8-4 豊岡地方合同庁舎 (0796)22-2703 

〃   洲本支局 洲本市山手一丁目2-19 (0799)22-0497 

 

19  
財務諸表（貸借対照表・損益計算書） 
※ 納税証明書と同期のもの ※新設法人は「開始貸借対照表」を作成・ 
添付する 

× ○ 39 

20 ☆ 添付書類（７）資産に関する調書 ○ × 40 

21 ★ 
納税証明書 法人：法人税納税証明 

個人：所得税納税証明 
○ ○ 41 

22 ★ 
法人の登記事項証明書 新規：現在事項全部証明書 
            （履歴事項全部証明書でも可） 

           更新：履歴事項全部証明書 
× ○ 42 

23 ★ 

身分証明書 
（代表取締役、取締役、監査役、代表執行役、執行役、専任の取引士、
法定代理人、政令使用人、会計参与、相談役、顧問の全員、50％を超え
る株式を有する株主又は50％を超える出資者について必要） 

○ ○ 43 

24 ★ 

登記されていないことの証明書 
（代表取締役、取締役、監査役、代表執行役、執行役、専任の取引士、
法定代理人、政令使用人、会計参与、相談役、顧問の全員、50％を超え
る株式を有する株主又は50％を超える出資者について必要） 

○ ○ 43 

25 ☆ 専任性確認のための社会保険加入等関係書類（H23.7.1～） ○ ○ 44 

  ※ ☆印表記のものは、法施行規則による指定様式 

※ ★印のものは、官公署発行の証明書等（受付日から３か月以内に発行されたもの）を添付してください。 

 ※ 成年被後見人又は被保佐人に該当した場合の提出書類は、兵庫県土地対策室（078-362-3612）へお 

19  
財務諸表（貸借対照表・損益計算書） 
※ 納税証明書と同期のもの  
※  新設法人は「開始貸借対照表」を作成・添付する。 

× ○ 39 

20 ☆ 添付書類（７）資産に関する調書 ○ × 40 

21 ★ 
納税証明書 法人：法人税納税証明 

個人：所得税納税証明 
○ ○ 41 

22 ★ 
法人の登記事項証明書 新規：現在事項全部証明書 
            （履歴事項全部証明書でも可） 

           更新：履歴事項全部証明書 
× ○ 42 

23 ★ 

身分証明書 
（代表取締役、取締役、監査役、代表執行役、執行役、専任の取引士、
法定代理人、政令使用人、会計参与、相談役、顧問の全員、50％を超え
る株式を有する株主又は50％を超える出資者について必要） 

○ ○ 43 

24 ★ 

登記されていないことの証明書 
（代表取締役、取締役、監査役、代表執行役、執行役、専任の取引士、
法定代理人、政令使用人、会計参与、相談役、顧問の全員、50％を超え
る株式を有する株主又は50％を超える出資者について必要） 

○ ○ 43 

25 ☆ 専任性確認のための社会保険加入等関係書類（H23.7.1～） ○ ○ 44 

  ※ ☆印表記のものは、法施行規則による指定様式 

※ ★印のものは、官公署発行の証明書等（受付日から３か月以内に発行されたもの）を添付してください。 

 ※ 成年被後見人又は被保佐人に該当した場合の提出書類は、兵庫県建築指導課（078-362-3612）へお問い 

合わせください。 



ページ数 修正前 修正後

宅地建物取引業者免許申請の手引き修正（R4.3.31時点）

44
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１　概要及び注意事項
(1)　宅建業者は、免許を受けた後、免許申請書に記載した事項について
     変更があった場合、宅建業法第９条により、変更が生じた日から３０
     日以内に、免許を受けた国土交通大臣又は都道府県知事に届け出
      しなければなりません。
　　※  保証協会へ加入されている方は、加入先を通じて届出してくださ
          い。
(2)  届出に係る「手数料」は不要。（ただし、免許証書換え交付申請は手
      数料５００円が必要です。）
(3)  新規免許申請中の変更は受付できません。免許取得日以後の期日
      で、登録内容を変更するか、場合によっては、申請を取り下げし、変
      更後の内容で再申請することになります。
(4)  提出部数は、
    ・　知事免許の場合　　正本１部、副本（コピーでも可）１部
    ・　大臣免許の場合　　正本１部、副本（　　〃　　　）２部

１　概要及び注意事項
(1)　宅建業者は、免許を受けた後、免許申請書に記載した事項について
     変更があった場合、宅建業法第９条により、変更が生じた日から３０
     日以内に、免許を受けた国土交通大臣又は都道府県知事に届け出
      しなければなりません。
　　※  保証協会へ加入されている方は、加入先を通じて届け出してくだ
　　　　 さい。
(2)  届出に係る「手数料」は不要。（ただし、免許証書換え交付申請は手
      数料５００円が必要です。）
(3)  新規免許申請中の変更は受付できません。免許取得日以後の期日
      で、登録内容を変更するか、場合によっては、申請を取り下げし、変
      更後の内容で再申請することになります。
(4)  提出部数は、
    ・　知事免許の場合　　正本１部、副本（コピーでも可）１部
    ・　大臣免許の場合　　正本１部、副本（コピーでも可）２部
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表中　５の添付書類・留意事項欄
①　事務所を使用する権原に関する書面（免許申請書の添付書類(5)）
②　事務所付近の地図
③　事務所の写真
　　　・外部 建物の全景、建物の入口、事務所の入口、業者票（判読でき
　　　　るもの）。
　　　・内部 室内全体を見渡したもので、事務机、ロッカー、応接場所及び
　　　　電話機器等の設置状況や報酬額表の掲示状態がわかるもの。報
　　　　酬額表（判読できるもの）。
④　事務所の平面図
⑤　法人の登記事項証明書（法人のみ）
⑥　免許証（原本）（移転、名称に変更のある場合）
⑦　兵庫県収入証紙５００円
　　　（移転、名称に変更のある場合のみ）

表中　５の添付書類・留意事項欄
①　宅地建物取引業に従事する者の名簿 （免許申請書の添付書類(8)）
（業務に従事するものに変更があった場合のみ）
②　専任の宅地建物取引士設置証明書（免許申請書の添付書類(3)）
（業務に従事するものに変更があった場合のみ）
③　事務所を使用する権原に関する書面（免許申請書の添付書類(5)）
④　事務所付近の地図
⑤　事務所の写真
　　　・外部 建物の全景、建物の入口、事務所の入口、業者票（判読でき
　　　　るもの）。
　　　・内部 室内全体を見渡したもので、事務机、ロッカー、応接場所及び
　　　　電話機器等の設置状況や報酬額表の掲示状態がわかるもの。報
　　　　酬額表（判読できるもの）。
⑥　事務所の平面図
⑦　法人の登記事項証明書（法人のみ）
⑧　免許証（原本）（移転、名称に変更のある場合）
⑨　兵庫県収入証紙５００円
　　　（移転、名称に変更のある場合のみ）
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表中　７の提出書類欄

□変更届出書
（第一面）
（第三面・項番３０）
（第四面・項番３０、４１）
（専任の宅地建物取引
士の事務所間の異動
の場合は、⑤⑥は不要）
(退任時は、①②のみ)

表中　７の提出書類欄

□変更届出書
（第一面）
（第三面・項番３０）
（第四面・項番３０、４１）
（専任の宅地建物取引
士の事務所間の異動
の場合は、⑤⑥は不要）
(退任時は、①②のみ)

52

※　成年被後見人又は被保佐人に該当した場合の提出書類は、兵庫県
     土地対策室（078-362-3612）へお問い合わせください。契約の締結及
     びその履行にあたり必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うこ
     とができる能力を有する旨を記載した医師の診断書が必要となりま
　　 す。

※　成年被後見人又は被保佐人に該当した場合の提出書類は、兵庫県
     建築指導課（078-362-3612）へお問い合わせください。契約の締結及
     びその履行にあたり必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うこ
     とができる能力を有する旨を記載した医師の診断書が必要となりま
　　 す。

66

【記載例　吹き出し】
個人免許：免許を受けた者が届出する。
　　　　　　　「事務所所在地」又は「代表者名」を記入
法人免許：「本店所在地」と「法人名」と
　　　　 　　「代表者名」を記入

【記載例　吹き出し】
個人免許：免許を受けた者が届出する。
　　　　　　　「事務所所在地」と「代表者名」を記入
法人免許：「本店所在地」と「法人名」と
　　　　 　　「代表者名」を記入

【注意】 宅地建物取引士に登録内容の変更が生じている場合 

有効期間内の宅地建物取引士証を有すると同時に、宅地建物取引士登録の内容も現在 

事項に変更しておかなければなりません。 

変更事項 添   付   書   類 

氏名・本籍 変更事項の記載のある「戸籍抄本」 

住    所 転居前後の住所記載のある「住民票抄本」 

勤 務 先 

退職：退職証明書、離職票(写し)、社会保険資格喪失確認通知書(写し)等 

就職：勤務先の確認できる書類（業者免許証の写し、従業者証明書の写し等） 

出向：出向元の出向証明書又は出向先の従業者証明書 

出向解除：出向解除証明書 

 

【注意】 宅地建物取引士に登録内容の変更が生じている場合 

有効期間内の宅地建物取引士証を有すると同時に、宅地建物取引士登録の内容も現在 

事項に変更しておかなければなりません。 

変更事項 添   付   書   類 

氏名・本籍 変更事項の記載のある「戸籍抄本」 

住    所 転居前後の住所記載のある「住民票抄本」 

勤 務 先 

退職：退職証明書、離職票(写し)、社会保険資格喪失確認通知書(写し)等 

就職：勤務先の確認できる書類（業者免許証の写し、従業者証明書の写し等） 

出向：出向元の出向証明書又は出向先の従業者証明書 

出向解除：出向元の出向解除証明書 

 



ページ数 修正前 修正後

宅地建物取引業者免許申請の手引き修正（R4.3.31時点）

66 届出事由の生じた日　　　　　　令和　　年　　月　　日 届出事由の生じた日　　　　　　令和　○年　○月　○日

67

【該当箇所２カ所】

提出先：兵庫県県土整備部まちづくり局都市政策課土地対策室

【該当箇所２カ所】

提出先：兵庫県まちづくり部建築指導課

71

73

76

②  国土交通大臣免許の更新申請の場合
※　収入印紙は都道府県の証紙と異なりますので、ご注意願います。
なお、収入印紙は、郵便局又は銀行等で購入可能です。

赤字に黄色マーカーつけます

77

(2)  業務を行う場所
　 ①　継続的に業務を行うことができる施設を有する場所で、「事務所以外
　　　　のもの」
　 ②　一団の宅地建物の分譲について、案内所を設置して行う場合は、
　　　　「その案内所」
　 ③　他の宅建業者が行う一団の宅地建物の分譲の代理又は媒介を案
　　　　内所を設置して行う場合は、「その案内所」
　 ④　業務に関し展示会その他これに類する催しをする場合は、「その催
　　　　し場所」
      ※　これら上記業務については、特定の宅地建物の取引を対象とした
　　　　　ものであり、不特定の宅地建物での一般的な業務は、この宅建業
　　　　　法第５０条第２項の届出の対象とならず、認められません。この場
　　　　　合は「従たる事務所」の位置付けとなり、事務所新設の変更届が
　　　　　必要です。

(2)  業務を行う場所
　 ①　継続的に業務を行うことができる施設を有する場所で、「事務所以外
　　　　のもの」
　 ②　一団の宅地建物の分譲について、案内所を設置して行う場合は、
　　　　「その案内所」
　 ③　他の宅建業者が行う一団の宅地建物の分譲の代理又は媒介を案
　　　　内所を設置して行う場合は、「その案内所」
　 ④　業務に関し展示会その他これに類する催しをする場合は、「その催
　　　　し場所」
      ※　これら上記業務については、特定の宅地建物の取引を対象とした
　　　　　ものであり、不特定の宅地建物での一般的な業務は、この宅建業
　　　　　法第５０条第２項の届出の対象とならず、認められません。この場
　　　　　合は「従たる事務所」の位置付けとなり、事務所新設の変更届が
　　　　　必要です。               ↑
　　　　　　　　　　　　黒字から赤字に変更します

提 出 書 類 図 提出部数 提 出 先 

□ 免許申請書（新規・更新） 

□ 変更届出書 

□ 廃業等届出書 

① 
正本１部 

副本２部 

本店（主たる事務所）が所在

する都道府県の窓口 

※兵庫県内に本店がある場

合兵庫県土地対策室 

□ 営業保証金供託済届出書 

□ 免許証再交付・書換え交付申請書 

□ 営業保証金取戻し公告届 

□    〃    証明願 

② 

正本１部 

副本１部 

（返信用封筒・普 

通郵便料金＋簡 

易書留料金分の 

切手） 

国土交通省の窓口 

※兵庫県内に本店がある場

合近畿地方整備局 

※郵送可。ただし、供託済届出 

書など、一部郵送不可の申請 

等もありますので、詳細は各 

地方整備局に照会してくだ 

さい。 

 

兵庫県知事 ⇒ 国土交通大臣 国土交通大臣 ⇒ 兵庫県知事 

□ 店舗増などに伴う事務所や人的要件の確 

 定 

   ↓ 

□ 申請書などの作成 

※協会加入者は、協会へも連絡 

   ↓ 

□ 主たる事務所を所管する土木事務所に提 

 出 

  ※協会加入者は、協会へ提出 

  事務所移転増設に係る変更届も提出 

   ↓ 

□ 兵庫県土地対策室へ免許申請書(新規)提 

 出 

  免許申請書（正本１部・副本各２部） 

  納付済登録免許税納付書 

   ↓ 

□ 審査後、国土交通省(各地方整備局)に 

送付 

   ↓ 

□ 国土交通省での審査 

   ↓       ↓  

□ 申請者に通知 □ 兵庫県へ免許の通知 

□ 店舗減などに伴う事務所や人的要件の 

確定 

 ↓ 

□ 申請書などの作成 

※協会加入者は、協会へも連絡 

   ↓ 

□ 兵庫県土地対策室へ事務所減等に係る変 

更届を提出 

※協会加入者は、協会へ提出 

   ↓ 

□ 主たる事務所を所管する土木事務所へ申 

請書提出 

  免許申請書(新規)（正・副各１部） 

  兵庫県収入証紙 

   ↓ 

□ 国土交通省(各地方整備局)に送付 

   ↓ 

□ 兵庫県に返答 

   ↓ 

□ 兵庫県での審査 

   ↓ 

□ 免許の通知 

 

 

兵庫県知事 ⇒ 国土交通大臣 国土交通大臣 ⇒ 兵庫県知事 

□ 店舗増などに伴う事務所や人的要件の確 

 定 

   ↓ 

□ 申請書などの作成 

※協会加入者は、協会へも連絡 

   ↓ 

□ 主たる事務所を所管する土木事務所に提 

 出 

  ※協会加入者は、協会へ提出 

  事務所移転増設に係る変更届も提出 

   ↓ 

□ 兵庫県建築指導課へ免許申請書(新規)提 

 出 

  免許申請書（正本１部・副本各２部） 

  納付済登録免許税納付書 

   ↓ 

□ 審査後、国土交通省(各地方整備局)に 

送付 

   ↓ 

□ 国土交通省での審査 

   ↓       ↓  

□ 申請者に通知 □ 兵庫県へ免許の通知 

□ 店舗減などに伴う事務所や人的要件の 

確定 

 ↓ 

□ 申請書などの作成 

※協会加入者は、協会へも連絡 

   ↓ 

□ 兵庫県建築指導課へ事務所減等に係る変 

更届を提出 

※協会加入者は、協会へ提出 

   ↓ 

□ 主たる事務所を所管する土木事務所へ申 

請書提出 

  免許申請書(新規)（正・副各１部） 

  兵庫県収入証紙 

   ↓ 

□ 国土交通省(各地方整備局)に送付 

   ↓ 

□ 兵庫県に返答 

   ↓ 

□ 兵庫県での審査 

   ↓ 

□ 免許の通知 

 

 

②  国土交通大臣免許の更新申請の場合 

※ 収入印紙は都道府県の証紙と異なりますので、ご注意願います。 

なお、収入印紙は、郵便局又は銀行等で購入できます。 

提 出 書 類 図 提出部数 提 出 先 

□ 免許申請書（新規・更新） 

□ 変更届出書 

□ 廃業等届出書 

① 
正本１部 

副本２部 

本店（主たる事務所）が所在

する都道府県の窓口 

※兵庫県内に本店がある場

合は兵庫県建築指導課 

□ 営業保証金供託済届出書 

□ 免許証再交付・書換え交付申請書 

□ 営業保証金取戻し公告届 

□ 営業保証金取戻し証明願 

② 

正本１部 

副本１部 

（返信用封筒・普 

通郵便料金＋簡 

易書留料金分の 

切手） 

国土交通省の窓口 

※兵庫県内に本店がある場

合近畿地方整備局 

※郵送可。ただし、供託済届出 

書など、一部郵送不可の申請 

等もありますので、詳細は各 

地方整備局に照会してくだ 

さい。 

 



ページ数 修正前 修正後

宅地建物取引業者免許申請の手引き修正（R4.3.31時点）

77

(6)  届出先・提出部数
　　　当該業務を行う場所の所在地を所管する各土木事務所に提出します。
　　　ただし、免許権者と所在地の都道府県が異なる場合は、免許権者に
    対しても所在地の都道府県知事を経由して提出します。
　　　　①　免許権者と所在地の都道府県が同じ場合　　 正本１部・副本１部
　　　　②　　　　　　〃　　　　　　　　　　　　異なる場合　　　正本２部・副本１部

(6)  届出先・提出部数
　　　当該業務を行う場所の所在地を所管する各土木事務所に提出します。
　　　 ただし、免許権者と所在地の都道府県が異なる場合は、免許権者に
    対しても所在地の都道府県知事を経由して提出します。
　　　　①　免許権者と所在地の都道府県が同じ場合　　　正本１部・副本１部
　　　　②　免許権者と所在地の都道府県が異なる場合　 正本２部・副本１部

79

【様式中】
業務の態様　　（１）契約の締結　　　　（２）契約の申込みの受理

【様式中】
業務の態様　　（１）契約の締結　　　　（２）契約の申込みの受理

88

都道府県「免許担当課」一覧表中、年月日、担当課欄

令和３年４月１日
兵庫県　県土整備部まちづくり局都市政策課土地対策室

都道府県「免許担当課」一覧表中、年月日、担当課欄

令和４年４月１日
兵庫県　まちづくり部建築指導課

89
令和３年４月１日 令和４年４月１日

90

(2)　兵庫県本店大臣免許業者に関する諸手続及び免許申請書の閲覧、
　　　営業保証金の取り戻しに関する諸手続、宅地建物取引士の登録移
　　　転に関する手続き、宅地建物取引士資格試験（昭和62年以前）合
　　　格証書紛失に関する問い合わせについては、以下の兵庫県庁の
　　　県土整備部まちづくり局都市政策課土地対策室まで

(2)　兵庫県本店大臣免許業者に関する諸手続及び免許申請書の閲覧、
　　　営業保証金の取り戻しに関する諸手続、宅地建物取引士の登録移
　　　転に関する手続き、宅地建物取引士資格試験（昭和62年以前）合
　　　格証書紛失に関する問い合わせについては、以下の兵庫県庁の
　　　まちづくり部建築指導課土地対策班まで

90

事業所名 所管区域 所在地 電話 

県 土 整 備 部 

ま ち づ く り 局 

都 市 政 策 課 

土 地 対 策 室 

県内に本店のある 

大臣免許業者 

(閲覧のみ） 

〒650-8567 

神戸市中央区下山手通 5-10-1 

兵庫県庁 1号館 11F 

078-341-7711 

内線 4724 

 

事業所名 所管区域 所在地 電話 

ま ち づ く り 部 

建 築 指 導 課 

県内に本店のある 

大臣免許業者 

(閲覧のみ） 

〒650-8567 

神戸市中央区下山手通 5-10-1 

兵庫県庁 1号館 12F 

078-341-7711 

内線 4724 

 


